
 参考資料１ 

 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基本計画に盛り込むべき主な内容に対する 

御意見及びそれに対する考え方について 

 

意見募集期間：平成 26 年４月 24 日～平成 26 年５月 7日 

意見提出者数：14 

 

 

計画的処理について 

 御意見の概要 御意見に対する考え方 

１ トランス等５６％、高圧コンデンサ等４

４％が完了し、とあるが数字の根拠を明

らかにされたい。 

御指摘の数字は、日本環境安全事業株式会

社（以下「ＪＥＳＣＯ」という。）が平成

24 年度までに処理を行った台数（処理台

数）、現在保管されている台数（保管台数）、

今後発生すると考えられる台数（発生台数）

の推計値の和に対する処理台数の割合を％

で表したものです。 

２ 届出されていない機器が存在する中、Ｐ

ＣＢ廃棄物の処理対象量を現在届出され

ている量から算出すべきではないと考え

る。 

ＰＣＢ廃棄物の発生量等の見込みについて

は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処

理の推進に関する特別措置法第８条の規定

による届出がされていない使用中の機器も

可能な限り対象として推計しております。

３ 都道府県市や電気保安協会、電気工事組

合等の関連団体と協力し、ＪＥＳＣＯの

ＰＣＢ処理事業を確実に終了できるよう

にしてもらいたい。 

ＰＣＢ特措法の目的である「国民の健康

の保護及び生活環境の保全を図ることを

目的とする」とあることを最重点と考え、

今後の処理推進を図って頂きたい。 

今般意見募集した資料の４（１）の３点目

及び４（２）の２点目に御指摘の点を記載

しております。 

４ 収集運搬費用の削減や運搬効率化の観点

から、従来の事業対象地域内のＪＥＳＣ

Ｏで廃棄物を受入れ、ＪＥＳＣＯが実際

に処理する事業所までＪＥＳＣＯが運搬

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の定め

により、産業廃棄物については、排出事業

者の責任により、適正に処理できる施設ま

で運搬が行われることが必要です。ＰＣＢ



するようにしてもらいたい。 廃棄物の運搬に係る費用についても、排出

事業者が負担すべきものであり、ＪＥＳＣ

Ｏが運搬を担うことは適当ではありませ

ん。 

５ ＰＣＢ廃棄物処理に対する都道府県市の

取組、関係法令遵守の徹底、ＰＣＢ廃棄

物の取扱方法等、ＰＣＢ廃棄物について

広く国民に周知する必要があるのではな

いか。 

今般意見募集した資料の４（１）の３点目

において、ＰＣＢ廃棄物の計画的な処理の

必要性を保管事業者や使用中の機器所有者

に周知することとしており、現行の基本計

画においても都道府県及び市町村は国とと

もに国民に対し、ＰＣＢ廃棄物の確実かつ

適正な処理の必要性等の情報を提供するこ

ととされています。 

６ 行政の保管事業者へ指導や普及啓発の徹

底、関連事業者団体への協力の要請、未

届事業者の掘り起こし調査に関する文言

を基本計画に明記すべき。 

今般意見募集した資料の４（１）の３点目、

４（２）の１点目及び２点目に御指摘の点

を記載しております。 

７ 地方自治体に対し、ＰＣＢ廃棄物の掘り

起こし調査を徹底させること。 

今般意見募集した資料の４（１）の３点目

及び４（２）の１点目に御指摘の点を記載

しております。 

８ ＪＥＳＣＯにおけるＰＣＢ汚染物等の処

理料金を下げるべき。 

今般意見募集した内容の４（３）の６点目

に、処理費用の負担能力が低い保管事業者

を対象とした処理費用の分割払いの仕組み

の構築について記載しております。 

また、本年４月にＰＣＢ廃棄物処理基金に

よる支援対象の拡充を行ったところであ

り、この点も基本計画に記載することとし

ます。 

９ 安定器については無害化処理認定施設に

おいて焼却処理するよう検討すべき。 

安定器に含まれる絶縁油には高濃度のＰＣ

Ｂが含まれており、無害化処理認定施設で

の処理の対象とはなっていません。 

10 地方公共団体が、掘り起こし調査や、未

処理事業者の一覧表作成を実施するとさ

れているのは、ＰＣＢ特措法第５条第２

項の規定が根拠と思料するが、同条第１

項に、ＰＣＢ廃棄物に関する情報の収集

今般意見募集した資料の４（１）の３点目

に、国が都道府県市と連携して、使用中の

機器やＰＣＢ廃棄物の把握に努めると記載

しております。 



等必要な措置を講じることが国の責務と

されていることから、掘り起こし調査等

については、国が協力する旨を計画上明

記していただきたい。  

11 意図的に処理しない者に対し、ＪＥＳＣ

Ｏの処理料金の値上がりを早期に告知す

るとあるが、企業・個人によって、処理

あるいは処理時期の捉え方も様々であ

る。周知及び猶予の期間は、十分にとる

旨を記載すべき。 

今般意見募集した資料の４（３）の６点目

に、処理料金が上がることを早期に告知す

ると記載しております。 

 

 

 

使用中の機器について 

 御意見の概要 御意見に対する考え方 

12 現在ではＰＣＢ含有機器の使用を禁止す

る法令等がないことから、ＰＣＢ含有機

器を使用している事業者に対して使用禁

止を指導することができない。電気事業

法等の関係法令の改正によるＰＣＢ含有

機器の使用禁止の方針を基本計画に明記

すべき。 

ＰＣＢ廃棄物処理基本計画はポリ塩化ビフ

ェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する

特別措置法に基づくものであり、廃棄物の

処理に係る計画ですが、使用中の機器は将

来的に廃棄物となることから、これを計画

的に処理できるよう、今般意見募集した資

料の４（１）の３点目及び４（２）の３点

目において、使用中の機器の把握等につい

て記載しております。 

13 使用中の機器の更新のための補助等を検

討してほしい。 

 

 

微量ＰＣＢ廃電気機器等について 

 御意見の概要 御意見に対する考え方 

14 微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の処理につ

いて、「課電自然循環洗浄法等の適用の枠

組みの早期構築及び抜油後の筐体の安全

かつ合理的な処理方策の検討が必要」で

あるとしているが、「あらゆる処理方策の

可能性についての検討が必要」としてい

ただきたい。 

今般意見募集した資料の５の２点目に、微

量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の処理について

は処理がさらに合理的に進むよう技術的な

検討を行うことと記載しており、その具体

例として課電自然循環洗浄法等の適用の枠

組みの早期構築及び抜油後の筐体の安全か

つ合理的な処理方策を挙げています。 

15 筐体や部材等の区分ごとに確実に洗浄が 御意見については、今回の意見募集の対象



行えたかどうかの試験は告示で規定され

ているが，絶縁油中の微量ＰＣＢに関す

る簡易測定法マニュアルを活用し、洗浄

液のＰＣＢ濃度で洗浄の完了を判定でき

るようにすべき。 

ではありませんが、ＰＣＢ廃棄物のＰＣＢ

濃度は様々であり、洗浄液のＰＣＢ濃度だ

けでは全てのＰＣＢ廃棄物の洗浄の完了を

確認できないため、告示で規定された方法

で試験を行うこととしています。 

16 今後、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の処

理については都道府県市による特別管理

産業廃棄物処分業許可施設を活用しなが

ら処理体制を確保するとされているが、

現状の低濃度ＰＣＢ廃棄物の無害化処理

認定制度で十分機能している。あえて変

更する必要がないのではないか。 

微量ＰＣＢ廃電気機器等の量からすると、

更なる処理体制の構築が必要と考えてお

り、無害化処理認定制度に加え特別管理産

業廃棄物処分業許可施設を活用した処理を

行うこととしています。 

17 微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の処理につ

いて、課電自然循環洗浄方式以外の方法

も積極的に技術認定を行うべきではない

か。 

環境省で行っている技術評価については、

課電自然循環洗浄法以外も対象としていま

す。 

18 課電自然循環洗浄法による処理の対象と

なる機器を明らかにすること。 

課電自然循環洗浄法により処理を行った

機器の処理基準の判定方法は洗浄液によ

る判定ではなく，部材の拭き取りによる

判定としてもらいたい。 

使用中の機器の処理基準が廃電気機器の

処理基準よりも緩くならないようにして

もらいたい。 

今般意見募集した資料の５の２点目に課電

自然循環洗浄法等の適用の枠組みの早期構

築について検討すると記載しております。

19 課電自然循環洗浄法については、国より

評価がなされた技術であり、今後の検討

事項としては、主として制度面に関する

事項であると考える。微量ＰＣＢ汚染廃

電気機器等の処理について、“合理的に進

むよう技術的な検討が必要”としている

が、“合理的に進むよう制度面を含む検討

を行うことが必要”という旨に修文すべ

き。 

「技術的な検討」には、制度面の検討も含

むものと考えております。 

20 微量ＰＣＢ廃電気機器等の処理について

も処理計画を策定すべき。 

ＰＣＢ廃棄物処理基本計画は微量ＰＣＢ廃

電気機器等についても対象となっており、



今回意見募集した内容の５にも御指摘の点

を記載しております。 

 

 

低濃度ＰＣＢ廃棄物について 

 御意見の概要 御意見に対する考え方 

21 ＰＣＢ廃棄物処理基本計画には微量ＰＣ

Ｂ廃電気機器等に加え、低濃度ＰＣＢ廃

棄物についても記載するべき。 

ＰＣＢ含有量が 5,000mg/kg 以下の低濃度

ＰＣＢ廃棄物についてもＰＣＢ廃棄物処理

基本計画に記載することとします。 

22 ＪＥＳＣＯから発生するＰＣＢ濃度が

5,000mg/kg以下の汚染物及び処理物に関

しては、廃棄物処理法に基づいて国が認

定した無害化処理施設にて処理が既に行

われていて、ＪＥＳＣＯがＰＣＢ廃棄物

を計画的かつ合理的に処理を行うための

一助を無害化処理施設が担っている。基

本計画はぜひそのことを明記してほし

い。 

23 低濃度ＰＣＢ廃棄物のＰＣＢ濃度の定義

を「ＰＣＢ廃棄物の処理作業等における

安全衛生対策要綱」に記載されている「Ｐ

ＣＢ及びＰＣＢをその重量の 1 パーセン

トを超えて含有する製剤その他の物(以

下「ＰＣＢ等」という。)」を参考にして

「ＰＣＢ含有量が 10,000mg/kg 以下」と

した方がよいのではないか。 

御意見については、今回の意見募集の対象

ではありませんが、低濃度ＰＣＢ廃棄物に

ついては、これまで環境省において 30 回を

超える実証試験を行った上で有識者の意見

も伺いつつ、慎重に検討が行われ、ＰＣＢ

含有量が 5,000mg/kg 以下のものを無害化

認定処理施設の処理対象としています。 

 

 

その他 

 御意見の概要 御意見に対する考え方 

24 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理

に関する特別措置法について、ＰＣＢの

含有濃度基準を欧米に準じた 50ppm 程度

に大幅に緩和するよう見直しし、国際的

な整合を取るべき。 

御意見については、今回の意見募集の対象

ではありませんが、ＰＣＢ廃棄物の処理基

準については 1970 年代から焼却処理方式

による処理施設の立地の試みがなされたも

のの、実現できず、焼却処理ではなく化学

処理による処理に関する検討が進められた



ことを踏まえ、安全安心を担保した現行の

基準を採用することで地元地域の理解を得

て処理体制を整備された経緯があります。

25 コンデンサの絶縁油のＰＣＢ含有量を分

析すると、その後コンデンサは使用でき

なくなると聞いた。検査の結果ＰＣＢが

含まれていないことが判明した場合は、

コンデンサを使用できなくなることにつ

いて損害賠償を払ってほしい。 

今回の意見募集の対象外の御意見です。 
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